












A Study on the Desirable Management System for Securing Agri-Food Safety in Korea
【目的】
世界各国各地域において､この20年ほどの間に食品の安全性を根本から揺るがす事件や問題
が幾度となく発生している.その背景に､経済成長に伴う社会経済構造の変化や生活環境の変化,
食料消費パターンの量的のみならず質的変貌､さらにはグローバリゼーションの深化等が作用し
ていることは言うまでもないが､度重なる事件や問題の発生は,農産物や食品の安全性に対する
国民の意識や関心を高め､その安全性をより確かなものとする政策､制度の充実が必要であるこ
とを浮き彫りにした.
韓国においても農食品の安全性に関する政策や制度は整備されているが､それは必ずしも充分
な内容と-はなっていない.そこで本研究は､農食品の安全性確保に関する政策制度の韓日比較分
析を通じて､韓国の農食品安全性確保に関する政策制度の問題点を明らかにし､今後の改善方向
を提示することを目的とする.
【材料と方法】
分析は､はじめに世界各国各地域の食品安全管理の基本原則と動向､及び食品安全管理体系の
変化を整理し､次に韓国の食品安全政策委員会と日本の食品安全委員会の設立の背景と経緯､組
織体系の構成と特徴に関して比較分析を行なう.そして具体的改善方策を検討するために､日本
のBSE間額発生の直前から現在までの政府の対応を事例に取り上げ考察する.
【結果と考察】
韓国の農食品安全性を確保する現行の政策体系は6省庁で管理する多元システムである.一般
的に多元システムには､リスク評価､リスク管理､情報システム及び情報交換に関する省庁間の
重複費用が発生する､責任の所在が不明になる､食品安全性の予防管理が難しい等々の問題点が
指摘されている.韓国では2008年12月に食品安全政策委員会が発足し､農食品の安全性管理
の体系を改編する努力が行われているが,組職体系をみると､独立性や透明性の確保といった側
面において問題を抱えている.
一方､日本では､BSE発生(2001年9月)直後に設置された｢BSE問題に関する調査検討委員会｣
の調査結果をもとに食品安全行政が体系的に改編され､ 2003年内閣府に食品安全委員会が新設
された.同委員会はリスク評価を担い､その評価結果に基づきリスク管理を担当する農林水産省
と厚生労働省に勧告する機能が付与されているが､
両省の連携は強固なものとはなっていない.また､科学的なリスク評価に基づくリスク管理を
遂行しようとしても､そこには消費者やその他関連する利害関係者の理解(リスクコミュニケー
ション)がなければ管理の徹底が図られないことも明らかになった.
農食品全体の一層の安全性を確保していくためには､省庁間の再編を含めた一貫性のある農食
品安全管理体系の確立と､消費者の信頼性を確保するためのコミュニケーションなどを強化して
いくことが需要な課題である
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